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Ａ．研究目的 
 
吃音症は有病率が1%程度と言われているが、

幼児期から青年期まで診療できている病院は

全国に数カ所と少ない。吃音症の4歳での発症

率は11.2%であり、12か月後にはその約1割は自

然軽快し、幼児期の時点では生活上の影響は少

ない(Reilly, 2013)ものの、周囲から吃音の指

摘を少しずつ受け始める（伊藤,1995）。8歳で

吃音のある子は思春期にも症状が持続し(Howe

ll,2011)、吃音がない人たちと比べて社交不安

障害のリスクが高い(菊池,2017)。また、現在

の診療・支援体制においては、吃音症の重症度

は「吃音検査法」のみであり、生活の困難感を

把握する指標はなく、各年代に対する相談対応

が統一されていないなどの問題点が挙げられ

る。さらに、吃音症に対する知識の不足により、

教育や就労において社会的障壁が発生し、社会

的障壁を除去するための対応マニュアルの作

成が求められている。本分担研究では、日本に

おける幼児期、学童期、思春期、青年期といっ

た各年代の吃音症の実態を把握し、実態に即し

た重症度指標及び生活困難度指標を明確化す

ることを目的とする。 

本年度は、吃音症の幼児期早期から青年期ま

での各年代調査を通じて、重症度指標と生活困

難指標を明確化することを目標とした。 

 

Ｂ．研究方法 

研究要旨 

吃音症は有病率が1%程度と言われているが、幼児期から青年期まで診療できている病院は全

国に数カ所と少ない。また、吃音症状による生活の困難感を把握する指標はなく、各年代に対

する相談対応が統一されていないなどの問題点が挙げられる。さらに、吃音症に対する知識の

不足により、教育や就労において社会的障壁が発生しているため、吃音症の実態把握調査を通

じて、各年代の生活困難感に即し、統一された対応に向けた支援マニュアル作成への示唆を得

ることを目指した。当事者会や研究分担者の担当する患者を対象に、幼児期、学童期、思春期・

青年期の本人・家族を対象に質問紙調査を実施した。2年間で合計180名分（幼児期23名、学童

期43名、思春期66名、青年期48名）のデータを収集した。データ解析の結果、吃音者は特定の

場面で困り感が増加することが分かった。困難度を検出する問診票をライフステージごとに作

成し（幼児期7項目、学童・思春期5項目、青年期以降4項目）、信頼性及び妥当性を検証した。

また、支援機関で各年代に対応する支援マニュアルを作成した。 
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 1.対象者と実施時期 
令和2年7月から令和3年1月までの期間、よ

こはま言友会の青年25名、外来等において、幼

児期10名、学童期10名、思春期20名、青年期2
5名の計90名に対して調査を依頼した。分担研

究者の菊池氏と合わせ、幼児期 23名、学童期

 43名、思春期 66名、青年期 48名の180名か

らASEBA及び吃音特有問診表の回答を得た。 
 
2.調査方法 
全員に対して、質問紙による調査を実施した。

今後、調査協力が可能な対象者に対しては、面

接による調査も同時に実施する予定としたが、

コロナ禍により、面接調査は実施しなかった。 
 

1)質問紙調査 
（本人評定） 
①幼児期：日本語版Kiddy CAT 幼児用コミ

ュニケーション態度テスト（改変） 
②学童期：ICFに基づく発話・コミュニケーシ

ョン活動と参加の質問紙 
③思春期：ICFに基づく発話・コミュニケーシ

ョン活動と参加の質問紙 
吃音者の困難さを包括的に評価紙OASES-T
（中高生版） 
④青年期：吃音者の困難さを包括的に評価紙O
ASES-A 
⑤思春期 YSR 11-18 本人用 
⑥青年期：ASEBA ASR 18-59 本人用 
 
（保護者評定） 
①幼児期：ASEBA CBCL 1.5-5 保護者用 
②学童期：ASEBA CBCL 6-18 保護者用 
 
3.倫理面への配慮 

本研究の実施に先立って、北里大学病院・医

学部倫理委員会の承認を得た。調査の説明書に

は、調査への参加は任意であること、不参加に

よって不利益を生じないこと、回答の返送によ

って調査に同意したとみなすこと、調査を途中

で中止できること、調査による直接的な利益は

ないことを記した。 
 
Ｃ．研究結果 

幼児期の困り感について7項目抽出した（例：

スムーズに話ができない時に、途中で話すのを

やめてしまうことがある）。学童・思春期の困

り感は5項目（例：授業で、教科書を声に出し

て読む）抽出した（信頼性 0.79）。青年期の

困り感は4項目（例：自分の吃音を心配・不安）

抽出した（信頼性 0.81, 妥当性 p<0.01）。 
         
Ｄ．考察 
 吃音症の困り感は幼児期、学童期、思春期、

青年期で困る場面が変化していく。吃音当事者

の困り感を支援していくためには、年代ごとの

社会的障壁を把握している必要があるだろう。 
 
Ｅ．結論 
 吃音症の支援は、社会的障壁の把握も含まれ

る支援マニュアルを活用することが望まれる。 
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